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ロッカンの「周辺」，サイプの「官僚国家」

ノルウェーの民主的発展から「持続可能な発展」までを再考する
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はじめに ヨーロッパのデモクラシーと「ノルウェー・モデル」

�．サイプのロッカン・モデル批判
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はじめに ヨーロッパのデモクラシーと「ノルウェー・モデル」

「民主主義の赤字」や「ポスト・デモクラシー」（クラウチ 2007）といわれる

以前のヨーロッパ・デモクラシー」のイメージは，対立をはらむ社会が，組織

された政党や団体により平和的に調整されるシステムであった。すなわち網

谷・伊藤・成廣（2014）が「階級均衡組織政党デモクラシー」と呼ぶものであ

り，それは 1970 年代にハイスラーとクヴァーヴィクが「ヨーロッパ的政体モ

デル」として提示したものと基本的に通じている（Heisler and Kvavik 1974）。

「ヨーロッパ的政体モデル」の原型とされていたのは，ノルウェーをはじめと

する北中欧中小国である。ノルウェー出身の政治学者としておそらく最も有名

なロッカン（Stein Rokkan）も，自国の政治を出発点にヨーロッパの政党シス

テムや国民国家の発展モデルをつくり出し，そのモデルがリプセットやティリ

ーらとの共同研究を通じて西欧一般の比較研究に用いられたことはよく知られ

ている（Lipset and Rokkan 1967a; Tilly 1975）。

ロッカンとその学派の政治発展理論の核心にあるのは，「中央」 「周辺」

の力学である。「中央」 「周辺」の対立は，西欧各国の亀裂構造と政党シス
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テムが確立する上で，また国民国家が「上から」と「下から」の相互作用を通

じて建設される上で，最も基本的な対抗軸をなすものとされる
1)
（Lipset and

Rokkan 1967b）。ロッカンはまた，西欧デモクラシーが「数の民主主義」と

「団体の多元主義」の二重のメカニズムであることを論じ，シュミッターらに

よるネオ・コーポラティズム論の先駆けとなった（Rokkan 1967）。

今日主流の新制度論（new institutionalism）の創始者の一人として知られる

オルセン（Johan P. Olsen）もまたノルウェー出身の政治・行政学者であり，ロ

ッカンや社会学者ヘルネス（Gudmund Hernes）のいたベルゲン大学で学位を

得ている。彼の『組織されたデモクラシー』は，ロッカンのモデルを踏襲し

て，ノルウェーを事例に亀裂構造と組織資源の二面からの政治発展分析を行っ

ている。亀裂構造として挙げられるのは地理（要因：北部，西南部の周辺），文

化（言語運動，禁酒運動，信徒運動），経済（都市・農村，労・使階級）であり，

こうした文化的経済的対立があるにもかかわらずノルウェーでは「組織された

デモクラシー」による「 包 絡
コオプテーション

」が成功してきたと評価される。その上でオ

ルセンは，現代の環境変化の中で制度がどのように適応するかという，新制度

論につながる問題設定を示している（Olsen 1983）。

このように「中央」 「周辺」の対立，あるいは政党と団体の組織からなる

政治発展はヨーロッパの多くの諸国で観察されてきたものであり，共通性と比

較の見地から説明を与えるきわめて一般性の高いモデルとみなされた（Flora,

Kuhnle and Urwin 1999）。しかし歴史学者サイプ（Jens Arup Seip）は，ロッカ

ン，あるいはガルトゥング（Johan Galtung），ヘルネスら，ノルウェーを代表

する社会学者・政治学者らの理論に疑問を突きつけ，社会科学に厳しい論争を

引き起こした。とりわけよく知られるのは，ロッカンの「中央」 「周辺」理

論を念頭においた「モデルの専制（modellenes tyranni）」批判である。

とはいえ，サイプ自身は決して概念化や再構成を嫌う禁欲的な実証史家では
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�） ロッカンは，第一に宗教改革／対抗宗教改革を分岐点とする「中央」 「周辺」亀裂，第二

に国民革命を分岐点とする「国家」 「教会」亀裂，第三に 19 世紀産業革命を分岐点とする

「土地」 「産業」亀裂，最後に 1917 年以降のロシア革命を分岐点とする「所有者」 「労働

者」亀裂が西欧各国で異なる形をとって表れ，共通性と差異をもつ現代政党システムが形成さ

れたと説明した。またのちにはヨーロッパ全体の構造（政治発展の「概念地図」）についても

「中央」 「周辺」理論を応用した（Rokkan and Urwin 1983）。ロッカン理論については日本

語でも多くの解説があるが，総合的に解説したものとしては次のものを参照されたい。篠原

（2007），白鳥（2002）。



ない。彼自身の論文においてはむしろ時期区分や要素を特徴づける上で旺盛な

概念的センスが発揮されている。それでは，ロッカンとサイプは，政治発展に

ついてどのような異なる視点をもっていたのだろうか。

�．サイプのロッカン・モデル批判

サイプは，英語圏の政治学に広く受容されたロッカンの理論を再吟味し，問

題点を列挙した。ノルウェーの 19 20 世紀史を正確にみるとき，ロッカンの

いうように「中央」 「周辺」の文化対立が主要な役割を果たしているとはい

えない。1884 年の左派（英語では自由党）への政権交代と議院内閣制への変革

にいたる過程で，ロッカンの注目する農村（「周辺」）型の対抗文化，すなわち

禁酒運動，新言語運動，また（多少影響力があったとはいえ）敬虔主義運動など

が目立った政治的役割を果たしたことはない。そもそも，政治的対抗関係がつ

ねに地理的な「周辺」に根ざしているわけではない。19 世紀の文化急進主義

やその後の社会主義もまた対抗文化にほかならないが，それらは都市的，もし

くは都市 農村横断的であった。

ロッカンのモデルにおいて，「中央」の意味するところも多義的に過ぎると

批判される。「中央」には，首都，大都市，国土の中心部，産業化地域，支配

的・ヨーロッパ的な官僚・貴族的（高学歴）エリート，都市ブルジョワジー，

伝統的中央文化まで含み込まれてしまっている（Seip 1975b）。

サイプは，パーソンズやルソーのようなモデルの創造は，いわば詩作である

という。ロッカンや（国際関係について「中央」 「周辺」を論じる）ガルトゥ

ングも同じことをやろうとしているが，自分ならば構造や関係ではなく，アク

ターを出発点とするだろう。アクターなら観察が容易であり，対立を絶対視す

ることにならないからである，と（Seip 1975c, pp.127-128）。

このようなサイプのロッカン批判には，ノルウェーの伝統的歴史学の見直し

も重なっていた。19 世紀の代表的歴史家サーシュ（Ernest Sars）は，中世以来

ノルウェーの農民に根付いている自主独立，民主的自由と所有の価値観が

1814 年憲法体制に反映されているととらえ，20 世紀の歴史家（また 1935−40

年には外相を務めた）コート（Halvdan Koht）も，自立的な農民運動をノルウェ

ー史像の中核に据えていた。これに対し次の世代のステーン（Sverre Steen）

は外的な要因（「与えられた自由」）の要素があることを指摘した。サイプもま

ロッカンの「周辺」，サイプの「官僚国家」（小川有美）
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た，外的な要因が歴史を左右することを学問的に認めるべきであるとの立場で

あった（Nordby 2000, p.33）。

サイプによるロッカン（及びガルトゥング）への批判は，ノルウェー労働党

との関係も深く，のち第三次ブルントラン内閣で教会・教育・研究相（文科相

に相当）を務める社会学者ヘルネスとの論争に移っていった。ヘルネスは，ロ

ッカン，ガルトゥングとともに，アメリカのラザースフェルド（Paul Lazars-

feld）らによる学術的支援 「社会科学のマーシャル援助」 によって推

進された戦後社会科学を担った世代である。ウィーンで数学と定量的社会研究

を修めたラザースフェルドはユダヤ系（かつ社会党員）であったため 1930 年年

代にアメリカに移り，40−50 年代にはコロンビア大学応用社会研究部で機能

主義分析で知られるマートンと協力して活躍した。1948 年にオスロ大学に招

かれた彼は「社会学とは何か」と題する講演を行い，社会学者とは第一に道の

発見者，第二に道具制作者，第三に解釈者のことである，との野心的な役割を

提示した。

ラザースフェルドの鼓舞したザ・戦後社会学者としてのキャリアを進んだヘ

ルネスは，経済学を応用して権力や制度を一般均衡理論にもとづいてシェーマ

化し，ノルウェー・デモクラシーの「権力調査」（maktutredningen）（1972−81

年）を実施した。この調査はヘルネス自身の『交渉経済と混合行政』（Hernes

1983）を含む 14 もの書籍と政府の公式報告書（NOU）の多くのアウトプット

を生んだ。それに対し，サイプは人の権力を生み出す条件は余りに多様であり

理論には回収できないのに，社会学者は性急に理論化しすぎると批判した。こ

れを経済学理論志向の社会学と資料実証志向の歴史学のズレだと受け流すこと

は，論争の一面を捉えることにしかならないだろう。ヘルネスと違い，ロッカ

ンやガルトゥングのモデルはミクロ経済学的モデルとは異なるアプローチを取

っている。それにもかかわらず，「勝利する理論の歴史」のみ描こうとするよ

うにみえるヘルネスへのサイプの反発は，ロッカン，ガルトゥングのモデルの

「コスモロジー」にも向けられていたのである（Mjøset 1991）。

ノルウェーの戦後社会科学は歴史や文化や権力への視点を有している。そう

でありながら，それらは構造 機能主義的なモデルに共通する巨視的な全体像

を求めざるをえなかったのではないか
2)
。それに対し，サイプは権力が「均衡

する」にせよ「対抗する」にせよ構造的な作用としてあるのではなく，ある時

代の特定の集団や国家のものであり，非権力者の前に立ちはだかる実体であ
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る，という認識をもっていたのではないだろうか。そのような国家権力の実体

性へのまなざしは，むしろウェーバーやヒンツェに近いものであろう。

�．「官僚国家」から「一党国家」へ

サイプの政治発展理解が最も凝縮されているのが，「官僚国家から一党国家

へ」という短い論考である（Seip 1963; 1987（再録））。サイプはこの論考で，ノ

ルウェーの近現代政治史を三つの時期に区分する。第一期は立憲体制を樹立し

た 1814 年から 1884 年までの時期，第二期は以後のブルジョワ社会期，第三期

は労働運動と社会主義政党の権力が高まる 1945 年以降の時期である。

ノルウェーはナポレオン戦争期に絶対王政のデンマークの連合支配から切り

離され独立を求めるが，大国間の協定によりスウェーデンとの同君連合下に移

された。その間の 1814 年 5 月 17 日に採択されたアイツヴォル憲法は，農民代

表を含む諸階級からなる国民会議により起草され，権力分立的で当時の欧州で

最も民主的な憲法であったとも評価される。スウェーデンとの同君連合下でも

この憲法による内政自治が承認された。それにもかかわらず，第一期の統治構

造の実体は「官僚国家（embedsmannsstat）」であったとサイプはいう。

サイプは次のように説明する。権力機構を四つの要素に分解すると，⑴議会

と政府からなる国家権力，⑵政党，⑶組織・運動，そしてそれに加え，⑷官僚

機構がある。第一期には政党や市民社会の組織は未発達で，国家権力の両機

関，議会と政府は第四の権力すなわち官僚によって支配されていた。このよう

な特殊な統治構造はなぜ成立したのか。サイプはそこにノルウェー独特のエリ

ート理論の形成をみる。

官僚層は，ブルジョワジーとも地主・農民とも異なり，所有を基準に参政

権・統治権を主張しうる階層ではなかった。その代わりに彼らが自身の政治指

導を正統化した根拠は，理性，啓蒙，教養，知性であった。憲法起草者の一人

であり「憲法の父」といわれるファルセンは，憲法制定直後の 1815 年には参

政権の基準が所有にあるとしていたが，その 2年後には動産・不動産の所有と

ロッカンの「周辺」，サイプの「官僚国家」（小川有美）
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�） ロッカンはリプセットとの共編著『政党システムと投票者布置』においてパーソンズ理論に

依拠して，AGIL 図式の g−l を「周辺」 「中央」軸とした。また a−l を「機能」軸としてい

た（Lipset and Rokkan 1967b, p.14, p.24）。



は別に学問的基準（知識と啓蒙）が存在すると説明した。知的統治エリートを

認めるこの理論は，参政権よりも高次の政治指導権を官僚に与えるものとして

援用されるようになる（Seip 1974, p.107）。

そのような知的政治エリートがもつとされた能力・役割は，本来の「国民意

思」，「一般意思」を代表することであった。官僚出身で首相を務めたスタング

は「国の啓蒙された意見」，議会を掌握していたシュヴァイゴールは「啓蒙さ

れた社会の意思」という言葉で，自分達の意志が「一般意志」でもあることを

表現した。つまりノルウェーでは議会なき有司専制が採られたわけではなく，

官僚の政治指導が自由主義的な制度（権力分立，比較的広範な参政権）と矛盾し

ないと考えられたのであった（Seip 1975a, p.109; Bliksrud, Hestmark and Rasmus-

sen 2002)
3)
。

この「官僚国家」期において対抗勢力は分散し無力であった。だが半世紀を

経て，農民運動や急進派などの対抗勢力が左派に結集し，国王の立法拒否権を

砦として超然を守ろうとする政府を倒し，議院内閣制化と政党政治化が進展し

た。議会多数派を掌握した左派がついに官僚系内閣を弾劾したことにより，政

府と議会が共に官僚層により指導された時代は終わる（小川 1992)
4)
。

この議会制民主化ののち訪れた第二期は，ブルジョワ「多党国家」（flerpa-

tistat）の時代である。他のヨーロッパ諸国の自由主義の時代と同様，この時

期左派と右派の二大政党対立がみられた。だが，ノルウェーの右派は官僚層と

いう基盤を失い，東部の発展し始めたビジネスを基盤とする経済自由主義政党

にならざるをえず，他国のように伝統に依拠する国民的保守となる機会を得る

ことができなかった。ミケルセンのように全ブルジョワ勢力を結集した政党を

思い描く有力政治家もあったが，それは夢想に終わった。一方，議会主義の雄

であった左派は古い政党と化してゆき，下層中間層や労働者を包摂しようとし

たものの成功しなかった。この右派，左派の主流政党からつねに仮想敵とされ

たのは社会主義であった。ノルウェー労働党は，ブランティングの指導により

穏健路線を採用したスウェーデン社会民主労働党と異なり，第 1次大戦後も革

命路線を残していた。
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�） 官僚エリートらは，ここに単純化したエリート理論にのみ則っていただけではなく，欧州か

ら吸収した精緻な学問と現実の統治を関連付ける作業を自らに課していた（Seip 1975a）。

�） 政府による議院内閣制化への抵抗は，デンマーク，スウェーデンにおいても民主化のボトル

ネックであったが，ノルウェーにおいて最も早く決着した（小川 1992）。



第三期は 1945 年以降の戦後期であり，サイプはこれを「一党国家（ettpar-

tistat）」と呼ぶ。労働党が一党優位となった戦後ノルウェーは通常，社会民主

主義的福祉国家の黄金期とされるが，サイプによれば次のように現代的官僚化

社会として描かれる。「官僚制はいつも我々のもとにある。それは 1884 年に頭

を粉砕されたが，自然に成長し続け，頭も必要ない。それは 1945 年以降蘇っ

た。今日官僚制はどこにあるのか。それはどこにでも，多様な形で存在する。

古い官僚機構をもった国家機関があり，諸組織が生み出す職員層の新たな官僚

制があり，オンブズマンは官僚となった。組織の官僚制の支柱として政権党の

代表達がいる」（Seip 1987, p.28）。

サイプはナチス・ドイツに侵攻され政府が首都から逃避した 1940 年から

1962 年冬のキングス・ベイ事件まで，政府はずっと亡命したままであった，

と比喩的に語る。つまりこの「一党国家」とは議会がふたたび自律的な権力を

喪失してしまった時代だとみられているのである。

戦後 1963 年まで続いた労働党の政権を初めて中断させる原因となったこの

キングス・ベイ事件は，ノルウェーの戦後政治の一つの曲がり角といえよう。

この事件は，スヴァルヴァル諸島にある国有炭鉱キングス・ベイのエステルⅠ

坑道の爆発で 21 名の労働者の人命が失われた事故に発するが，同じ炭鉱では

1949 年から 63 年までに合わせて 76 名が犠牲になっていた。事故後発足した

調査委員会（テンセット委員会）の作業は鎮火しない火災と氷雪で困難を極め，

15 日間の現地聞き取りと調査で切り上げられたが，その報告書はこれほど事

故を繰り返した炭鉱は世界でも稀であり，その理由を厳しい気候条件に帰すこ

とはできないとして，運営上の安全性の欠如を指摘した。そこで具体的に挙げ

られたのは，換気方式や発火方式の不適切な管理，新規採用鉱員の現場訓練不

足，未閉鎖の生産終了坑道などであった。

それにもかかわらず，事故直後に労働党のゲルハルッセン内閣は事故を起こ

していない坑道の生産継続を決定した。政府が石炭を減産しようとしない背景

には，翌年の夏までに新石炭加工プラントを稼働する開発計画があった。1963

年 6 月 21 日が休会予定であった議会に対して内閣はテンセット報告について

一切ふれなかった。20 日に報告の存在が議会にリークされると，休会は延期

されて政府の政治責任をめぐる厳しい討議が始まった。先に述べたように，事

態はノルウェーで戦後初めて内閣不信任案の可決，非労働党内閣（リング内閣）

が発足するところまでいった。ところがブルジョワ諸党の少数派内閣は�カ月

ロッカンの「周辺」，サイプの「官僚国家」（小川有美）
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しか存続できず，再びゲルハルッセンが内閣を率いることとなる。11 月には

改めて調査委員会（フライシャー委員会）が任命され，同委員会は産業省の行

政組織の決定過程が規定に違反している数多くの点を指摘した。

しかし大規模産業災害の原因は，テンセット委員会の取り上げた現地の安全

管理体制，フライシャー委員会の取り上げた行政組織や行政官個々人の手続き

の瑕疵が全てではなかった。自身が産業省の幹部であったシェルダールがのち

に批判したように，これらの調査の総括では，1950 年代以来「中央」政府が

推進した開発計画の政治責任が問われないままだったのである
5)
（Gran 1994,

pp.314-333）。

�．「遠いデモクラシー」と「持続可能な発展」

1980 年代以降のノルウェーが環境志向の国家とみなされるようになった背

景には，エネルギー政策の長い歴史がある。水力を中心とするエネルギー開発

は，20 世紀初から国家の重要政策となっていた。すなわちエネルギー立国の

ため全国の「周辺」を開発する中央集権的権力は発達し続けていたのである

（Nordby 1991）。

マルティヌッセンが 1970 年代に刊行した『遠いデモクラシー』は，豊かな

福祉国家，安定したデモクラシーだと見られていた「ノルウェー・モデル」

に，暗い評価を突き付ける政治社会学研究であった。同書が主張したのは，ノ

ルウェーにおける政治的活動の偏りとアパシー，疎外，民主的不平等であった

（Martinussen 1977）。その定量的方法は歴史家の方法とは全く異なるが，権力

の偏在を強調する視点は，サイプに連なるといえるかもしれない。これに対し

てロッカンの弟子を自認するラファティは，マルティヌッセンの方法的誤りを

指摘するとともに，ノルウェー・デモクラシーの健全性を改めて証明しようと

した。ラファティは男女の政治参画の格差を認めながらも，もしノルウェーの

多元的デモクラシーが比較的良く作動していないとしたら，一体どこでいつ作

動するというのか，とマルティヌッセンのペシミズムを退けたのである（Laf-
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�） このように調査委員会による短期的・内部的な責任の検証が，かえって長期的・国家的な無

責任の不可視化につながる点については，原発事故をめぐる「時間の政治」を扱った拙稿小川

（2014）を参照。



ferty 1981, p.16）。

ラファティはその後，環境政策とりわけ「持続可能な発展」についての政治

学へと重点を移していく。ラファティらは，「持続可能な発展」の政策理念を

早期に採り入れたノルウェーが，実際にどれくらい目標を達成しているかを確

認しようとした。その結果，たしかにノルウェーは「持続可能な発展」，「持続

可能な発展国家戦略」（2002 年），「持続可能な発展国家行動計画（2003 年）を

はじめ国家的取り組みを示し，途上国への国際協力の面ではトップランナーで

はあるものの，自国内の生産・消費における実施は遅々としている，との複雑

な結論が得られた（Lafferty, Knudsen and Larsen 2007）。

「持続可能な発展」とは，ノルウェー労働党の政治家で初の女性首相となっ

たブルントランが世界環境・発展委員会WCED（通称ブルントラン委員会）で

打ち出した政策理念である（WCED 1987）。「持続可能な発展」の言説の政治に

注目する研究は，ブルントラン委員会が先進国が関心をもつ「環境」と途上国

の課題である「開発」・「貧困」の二つの政策目標をリンクさせたこと（Bratt

2009），政治経済の主流エリートの人々と社会運動の「対抗文化」の両方が乗

れる「ウィン・ウィン」の枠組みを提供したこと（Hajer 1995）を評価してい

る。この言説の政治の成功を筆者はかつて，「ブルントランの魔法」だったの

か？と論じた（小川 2010）。

戦後，ノルウェーは 1972 年に環境省を設立した（日本の環境庁の翌年）。環

境省の目的は成長と環境保全の均衡を図ることであり，自然保護や汚染防止の

対策とともに開発計画・資源行政の任務も割り当てられた。ノルウェーのよう

な「組織されたデモクラシー」においては，当該部門の団体の参画もしくは

「包絡」が常であり（Jansen 1989），有力環境団体であるノルウェー自然保護協

会 NNV は 1972 年にあるべき環境行政の提案を発表し，環境省との楽観的な

分業を検討した。しかし，目標の異なるNNVと環境省の関係はやがて冷却し

た。

1960 年代末以降のノルウェーは，環境政治の主体がもはや行政と利益団体

による部門内の「包絡」に限られる時代ではなくなっていた。開発に対する

「対抗文化」，あるいは当時ブロックスが命名した「ポピュリズム」が噴出して

いたのである。既存の NNV のほかに，1969 年にはオスロ大学のクヴァーレ

イらによって直接行動志向の自然環境保護協働グループ SNM が結成され，

SNM は 1970 年に中西部渓谷のグリッテン発電所建設阻止行動を企てた。市

ロッカンの「周辺」，サイプの「官僚国家」（小川有美）

25（296）



民的不服従のスタイルをとったこの行動は今日ディープ・エコロジーで知られ

る哲学者ネスらも加わり，マルデラ・アクションとして環境運動史に名を残

す
6)
（白鳥 2015）。1971−72 年には環境学者や学生からなるポピュリスト的活

動グループ（PAG）や緑の草と呼ばれる組織がベルゲン，トロンハイム，トロ

ムス，オスロで次々設立され，72 年頃から盛んになる EEC反対国民運動の中

に，左翼運動などとともに環境運動が加わっていった。環境団体NNVは公式

には EC（欧州共同体）加盟に賛否の方針を示さなかったが，SNMは EC 加盟

反対を討議決定した。

EC加盟論争は，ノルウェーにおける政治参加革命をもたらしたといってよ

い。加盟は 1974 年の国民投票によって阻止され，女性も参加した EC 論争は

北欧の中でもノルウェーがいち早く男女平等を積極的に争点化するきっかけに

なった（1970 年代からの各政党の男女クォータ制導入や男女均等法による公共部門

理事会男女クォータ制）。

だが 1970 年代半ばの労働党政権はエネルギー政策において保守党と共同歩

調を取り，水力発電所建設，石油採掘の加速，そして原子力発電の検討を進め

ていた。それゆえ環境運動と政府の関係は緊張を増していた。70 年代末にな

ると，経済不況の中で中道諸党が保守党との結束を強め，政治的に「右の波」

が優勢となる。その結果，環境政策は経済政策より優先順位の低いものとさ

れ，行政は反対運動に対して対決姿勢で臨む傾向を強めたのである。

当時の反対運動の焦点となったのは 1978 年に正式決定されたオルクラ川と

アルタ川の二つの水力開発であった。アルタ川では環境団体のほかローカルな

住民運動，サミの人々を含む反対運動が非暴力ながらハンガーストライキなど

の激しい抗議活動を展開した。最大で一度に約 8百人の逮捕者を出したこの闘

争は，1982 年の最高裁における敗訴とともに，反対運動の敗北に終わった。

この後 1980 年代のノルウェーは環境運動の萎縮の時期を経験するのである

（Strømsnes and Grendstad 2000）。

ノルウェーはその後，経済と環境保護のバランスを図る開発計画，技術革新

を推進しているが，石油部門を重視する政府の政策は維持された。「ブルント
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�） ロッカン，ガルトゥングはかつてネスの下で学んだ世代である。白鳥（2015）の論ずるよう

に，二人はアメリカ社会科学だけでなくのちにディープ・エコロジー論に至るネスの世界哲学

にふれていた。ネスの弟子達の構造的理論がもっていた哲学的根拠は別途考察を要するが，意

義ある問題である。



ランの魔法」はその意味で，「中央」の側からの最大限の「包絡」の戦略であ

ったといえよう。

おわりに 「スローモーションの革命」

サイプが「モデルの専制」という厳しい言葉を用いて批判したのは，ノルウ

ェーを代表するロッカンやガルトゥング，ヘルネスの社会科学に含まれる構造

機能主義的な語りであった。ロッカンらは現在の社会科学からみれば，はる

かに歴史志向であり，また合理主義一辺倒ではない視点をもっている。それを

公平に差し引いたとしても，「中央」と「周辺」の構造が民主社会を健全に維

持する機能を果たし続ける，という前提への疑いがそこに残る。福祉国家デモ

クラシーとして平和に発展したノルウェーですら，権力がつねに健全に行使さ

れ，コントロールされてきたわけではない。一国の政治発展を，豊かな「周

辺」の民主的対抗力に注目して論じていくのか，時代や左右イデオロギーにか

かわりなく自己肯定する権力＝「官僚国家」が存在することを語っていくの

か，ロッカンとサイプの相違は社会科学の視座の選択を意識させてくれる

（Seip 1981）
7)
。

しかし，ノルウェーの政治発展を遠景から眺めるとき，また別の像が見えて

こよう。オルセンは『組織されたデモクラシー』において，EC 加盟反対，人

口妊娠中絶自由化，原子力開発の廃案，アルタ川の水力開発といった争点の噴

出は，団体的＝機能的システムによる政策決定を超える変化の到来である，と

洞察していた。つまりノルウェーは「スローモーションの革命」の国である，

というのである（Olsen 1983, p.188）。近年のジェンダー史研究者であるサンヴ

ィークは，1833 年のノルウェー議会において，女性戸主も含む全納税者が住

民集会に直接参加するという新地方自治法案が採択されたことを再発見してい

る。サンヴィークはこの法案が男女平等とともにルソー的政治観の束の間の実
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�） サイプが著した『ノルウェー史概観』は，1814 年憲法から左派による議院内閣制の樹立ま

でを民主化闘争の頂点とし，その後スウェーデンからの政治経済的独立に向かっていく 19 世紀

ノルウェーの政治発展を，様々な「対抗勢力」の盛衰を盛り込んで描き出している。そこには，

ロッカン派が注目した諸運動が一つ一つ取り扱われている。それらが「周辺」の機能を果たし

てきたとサイプは抽象的に語らないであろうが，ノルウェーに多数の「対抗勢力」の源泉があ

ったことをこの歴史家も跡付けているのである（Seip 1981）。



現であったと評価する。だが，直接参加の住民集会は政府の拒否により廃案と

され，1837 年の地方自治法は男子戸主のみの代議制に決着した（Sandvik

2011）。はるかに時代は下り 1970-2000 年代に，ノルウェーは世界に先駆けて

議員，公共部門のみならず民間上場企業取締役会にも男女均等クォータを採り

入れた。ノルウェー政治は「官僚国家」の円環に閉ざされているのではない。

「スローモーションの革命」という特徴づけは，長期的にみればたしかに妥当

するように思われる。それを説明する研究は，北欧発の新たな政治学となろ

う。
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